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障害者に限らず全ての人にとっての理想の社会とは、社会のメンバーとして

それぞれが比較優位に基づいて分業しつつ、陰に陽に互いを支えあい、共存し

ている社会ではないだろうか。そして豊かな社会とは、自分の能力や好みに応

じて職業や消費が選択でき、政治に関しても多様な選択肢が残されており、そ

れを選ぶ自由を保証してくれるものであろう。 
しかし、現実には予算や資格制限や競争によって、その選択肢が様々な形で

制約を受けることで、本来の選好とは違った形で最終的な選択をしている。障

害者は健常者よりもはるかに多くの制約を受けており、本来享受することが保

証されているはずの選択肢にさえも手が届いていないのが実状である。本書で

は著者が家族とともに経験してきた様々な事例を振り返りながら、障害者に対

する政府の態度を過保護的な「転ばぬ先の杖」型の政策から「案ずるより産む

が易し」型の政策に変更することで、障害者の選択の余地が広がること、そし

てそれが障害者の自立に結びつくことを繰り返し論じている。 
著者は差別される側である障害者が現状を正しく伝える情報発信をすべきで

あるとも主張している。障害者は助けてもらう存在でもなく、かわいそうな人

たちでもないことを自らが示さなければならないということである。 
障害者を巡る環境としては、本年４月より障害者自立支援法が導入され、障

害者本人およびその家族への負担が増えつつあるというのが現状である。著者

は必ずしもこの法律に否定的ではないが、障害者が自立するためのインセンテ

ィブが十分準備されていなければこの制度は機能しないことを冷静に指摘して

いる。 
本書は、障害者が出来ることの自由度も様々であり、新法で求められる負担

の許容度も本人および家族によって違っていることを認識させてくれる。障害

者の実態に迫りながら、あくまで客観的に書かれており、障害者問題に関心の

ある人のみならず、現実問題を考える上で経済学がどのように使えるかを教え

てくれる好著である。是非、一読をお勧めしたい。 


